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を素材として」広島法学 27 巻４号（2004）185 頁以下，同「刑事責任と人格の同一性̶
アメリカにおける解離性同一性障害患者たる被告人の刑事責任を巡る議論を素材とし
て（１）（２・完）」広島法学 32 巻４号（2009）97 頁以下および 33 巻１号（2009）15
頁以下，同「刑事責任判断における人格同一性の位置づけ」鹿児島大学法学論集 46 巻
２号（2012）１頁以下。





























































（７） 　LEX / DB文献番号 25410595
























































広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 148
－ 107 －
べきはずの、行為時人格の弁識・制御能力について、検討を行っていない。






















①　東京地判平成 20 年５月 27 日（11）
　本件事案は、被告人が、妹である被害者の首を絞め、さらには浴槽内の























（11） 　LEX / DB文献番号 25420977。判例時報 2023 号 158 頁。なお、本件に関し、検察側・
弁護側双方が判決を不服として控訴し、第二審の東京高裁は、被告人が解離性同一性
障害に罹患していた、との鑑定を否定し、死体損壊行為に関しても完全責任能力を認
めた（東京高判平成 21 年４月 28 日。公刊集未搭載）。弁護側はこれを不服として上告
したが、最高裁はこれを棄却した（最決平成 21 年９月 15 日。公刊集未搭載）。
（12） 　DSM-5 では「自閉症スペクトラム障害」に統合されている。






















































（16） 　佐伯・前掲注 15．228 頁。
（17） 　佐伯・前掲注 15．233 頁。




















（18） 　佐伯・前掲注 15．236 ～ 237 頁。

























































































（26） 　瀧川・前掲注 21．19 ～ 20 頁。





























（29） 　瀧川・前掲注 21．30 頁。
（30） 　瀧川・前掲注 21．31 ～ 33 頁。
（31） 　瀧川教授は、第二の意味における関与責任を、ケルゼンの「有責性」概念と対応す
るもの、とする（瀧川・前掲注 21．33 頁）。
（32） 　瀧川・前掲注 21．35 頁。
（33） 　瀧川教授はこれを「ハートの「負担責任」やケルゼンの「責任」がこの概念に対応
する」と述べる（瀧川・前掲注 21．35 頁）。
（34） 　瀧川・前掲注 21．35 頁。
（35） 　瀧川・前掲注 21．36 頁。
（36） 　瀧川教授はこれを「ハートの「役割責任」やケルゼンの「義務」が、この概念に対
応する」と述べる（瀧川・前掲注 21．36 頁）。























（38） 　瀧川・前掲注 21．33 頁。
（39） 　瀧川・前掲注 21．33 頁。




（42） 　瀧川・前掲注 21．40 ～ 46 頁。




























（43） 　瀧川・前掲注 21．38 頁。




























（45） 　瀧川・前掲注 21．33 頁。
（46） 　拙稿・前掲注３．「刑事責任と人格の同一性（二・完）」34 ～ 36 頁。
（47） 　長谷川裕寿「加害者の責任とは何か－－責任の人称性からのアプローチ－－」西村春夫・
高橋則夫編『修復的正義の諸相－－細井洋子先生古稀祝賀』（2015・成文堂）155 頁以下。



























（49） 　長谷川・前掲注 47．159 ～ 160 頁。




























（52） 　長谷川・前掲注 47．166 ～ 168 頁。
（53） 　「３人称責任」の論理的帰結として、実際に加害行為によって実害を被った被害者は、
刑事訴訟制度において、当事者たりえないことになる（長谷川・前掲注47．168～ 169頁）。























（54） 　長谷川・前掲注 47．170 頁。
（55） 　Arthur Kaufmann, Das Schuldprinzip. Eine strafrechtriche-rechtsphilosophische 
Untersuchung. 2.Aufl.1976, S.201, 207（邦訳：アルトゥール・カウフマン（甲斐克則訳）『責
任原理－－刑法的・法哲学的研究』（2000・九州大学出版会）278，286 頁）





























のである（Kaufmann, a.a.O. (Anm.55) , S.207.邦訳・前掲注 55，286 頁）。
（58） 　Kaufmann, a.a.O. (Anm.55) , S.116~117.邦訳・前掲注 55．175 ～ 176 頁。























































（60） 　たとえば山中敬一『刑法総論第２版』（2008 年・成文堂）596 頁。
（61） 　刑事責任年齢に関し、これを単なる刑事政策的配慮に留まらず、責任理念自体から
論じるものとして、たとえば団藤重光『刑法綱要総論第三版』（1990・創文社）275 頁。
広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 130
－ 125 －












 （平成 27 年９月８日確認）
